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多国籍を超えて

多国籍Corporation、それはかつてグローバリゼーションの旗手とみなされたが、今や新しい形態((ビジネスにとっても社会にとっても好ましい形態((に取って代わられようとしている。ビジネスの観点から見れば、この新たな事業体は“多国籍”というより“グローバル”と理解すべきである。

Corporationは長い歴史の間、絶え間なく進化してきた。20世紀の後半に現れた多国籍Corporationは百年前の国際的Corporation達とは殆ど同じところが無いし、その国際的Company達も1700年代の大航海貿易事業体達とは全く異なる。現在出現しつつあるビジネス組織形態((GIE、グローバル統合事業体((もその様に大きな飛躍の結果生まれるのである。
グローバリゼーションの議論に参加する者の多くが、現在あるCorporationが未来にも変わらずにあるとして将来像を描くミスを犯している。グローバリゼーションに反対するものがこのミスを犯す頻度と同じくらい、自由市場主義者さえもこのミスを犯している。しかしながら、ビジネスは構造的にも作業的にも文化的にもその基本が変化してきている。グローバリゼーションと新たなテクノロジーという不可抗力に呼応して変化してきている。IBMのCEO、役員議長として私はこの変化がIBM社内および顧客のClient達に起こるのを見てきている。だから私は、過去のモデルに拘泥するのでなく、行政者、学者、NGO関係者、コミュニティーのリーダー達、そしてビジネス執行者達が、将来のこのグローバルCorporation形態について考えるべきであると、すなわち、新たな行政方法、教育方法、貿易方法、そして商売方法についてのその含意について考えるべきであると信じるに至った。
Corporateの進化

初期のころ、Corporationは国家が許可して設立されるものだった。国家行政府が許可状を与え、時には制裁を加えて、Corporationが国家あるいは為政者になりかわって特定の業務を行えるようにしたのである。これが19世紀に大きく変化した。英国米国その他の国々がCompany持分所有者達に有限責任を与え、Corporationは独立した法的人格；“legal person”として、より自由度のある立場におかれたのである。
19世紀の半ばには、国際的Corporationとでも呼べるものが出現した。起業家精神旺盛なJoint-stock Companyがシンプルなhub-and-spoke networkの下に組織化され、国際貿易ルートを開拓し支配した。それはしばしば国家が有する軍事力による庇護の下に為された。ある種の産業のCorporation達は、原材料（ダイヤモンド、ゴム、茶、そして石油）を輸入し、最終製品（チョコレート、石けん、マーガリン、そして工業製品消費財）を輸出するのにこのルートを利用した。「原材料を外国から調達し、自国で加工生産し、製品を国際的に販売する」というこの基本構造はほぼ全ての産業に適用された。
Corporationの歴史の第２フェイズは1914年に始まった。その年、第一次世界大戦が始まり、その後欧米には経済崩壊が生じた。国際的Corporation達は自分達の貿易基本ネットワークがブロックされたことを知る。1920年代1930年代には保護主義が広がり、Tariff（関税等）や外為レートのコントロールやその他の貿易障壁が出現した。これに呼応して事業者達は多国籍Corporation（MNC）と今日呼ばれるものを進化させるに至った。多国籍Corporationはハイブリッドである。つまり一方では、現地生産によって貿易障壁を緩和する。例えばGMやFordの様な米国系多国籍Corporationは欧州やアジアに自動車工場を設立し、重要な現地マーケットでの販売が、Tariff（関税等）というペナルティーを被ることなしに行えるようにした。他方では、これら多国籍Corporationは、研究開発（R&D）などの業務をグローバルな視点で行なったのである。
勿論、20世紀を通して地球規模と呼ぶに相応しい製品が沢山あった。コカコーラからSonyのウォークマンまで、これら製品の世界的成功は、ブランド作りとマーケティングが益々重要となったことを表している。しかしながら概して、Corporation達は現地マーケットごとに生産プロセスを組織化した。つまり国家の伝統的境界を越えるものではなかった。
ただ、20世紀の最後の30年間において世界経済には、ある重要な変化が生じ始めた。第一に、経済ナショナリズムが排除され、結果として貿易と投資の障壁が退けられた。貿易と投資の自由化により、「如何なるグローバリゼーションなら許容されるのか」について事業者達はその意識を変えていった。第二に、それは1970年代初期に始まったのだが、IT（情報技術）革命が、地球規模の情報交換と事業運営のコストを桁違いに下げ、それらに大幅な質的改善をもたらしたのである。最も重要なことは、IT革命によってテクノロジーと事業運営方法が地球規模で標準化され、Company間あるいはCompany内で相互にリンクし合い、作業が行われることが促進されるようになったことである。テクノロジーの共有化とビジネススタンダードの共有化、これらは全てグローバルITと情報インフラの構築の上にあるのだが、この組合せによってCompany達が可能と考えるグローバリゼーションの種類が変わったのである。
「如何なるグローバリゼーションなら許容されるのか」について事業者達はその意識を変え、さらに技術的可能性が増すに連れ、Corporate達のグローバル化プロセスは深いものとなり、その焦点は“Products；製品”でなく“Production；生産”に移っていった。「Companyは何を造ることを選択するのか」ではなくて、「どの様にしてそれらを造るのか」に焦点は移っていった。あるいは、「どの様なサービスを提供するのか」ではなくて、「どうやってそれらを届ける（deliver）のかの選択」に移っていった。簡単に言えば、出現しつつあるグローバル統合事業体；GIEとは、「地球規模の生産統合と地球規模の価値配達（value delivery）という新たなゴールを目指して、その戦略、そのマネージメント、そしてその運営方法を形作っていくCompany」である。国境というものが殆ど意味をなさなくなり、事業の考察や行動にとっての境界とはならなくなったのである。
グルーバルな統合
多国籍Corporationからグローバル統合事業体；GIEへの移行は、二種類の際だって異なる形をとる。第一は、“どこで”Company達は財・サービスを生産するのかの変化であり、第二は、“誰が”それらを生産するのかの変化である。近年に至るまで、Company達は販売場所の近くに生産場所を選ぶのが一般的であった。従って、海外投資の多くは特定の海外市場に向けて為された。今日も、重要な海外需要ソースへのアクセスを求めて海外投資が為されることには変わりはない。しかし、より多くの投資が“全地球規模のマーケット”にサプライする方法へと切り替えるために為されるようになったのである。生産のグローバル統合はコスト低減に繋がり、且つ、新たなスキルと新たな知識の源への門戸を開いてくれるのである。
この変化の最も顕著な兆候を中国とインドに見ることが出来る。ある報告によれば、2000年から2003年の間に、外国Firm達が中国に約６万もの工場を設立したのだそうだ。その幾つかの工場は中国市場を狙っているが、しかし他の多くはグローバル市場を狙っている。欧州の化学Company、日本の自動車メーカー、そして米国の産業コングロマリットが中国に工場を設立し（または設立することを宣言し）、世界中のマーケットに向けて輸出しようとしている。同様に、銀行、保険Company、士業Firm（弁護士、公認会計士、等）、そしてIT Company達がインドにR&Dサービスセンターを設立し、世界中の生産、顧客、従業員をサポートしている。
実はこの種の変化は中国やインドに見られた例を遙かに超えたところまで進んでいる。米国の放射線科医はオーストラリアにX線写真を送り診断を求めている。ノバスコシアの顧客サービスセンターは米国の買い物客のクレーム処理を引き受けている。マニラの調達センターは世界中の大Firm達、中小Firm達に代わって団体購入の決定を請け負っている。ダブリンの事務管理officeは地球規模の投資銀行達のデリィバティブ取引を進めている。米国では、欧州のバイオテックや製薬メーカー、例えばロシュ、ボーリンガー・インゲルハイム、そしてエッペンドルフが工場やR&Dセンターを設立しグローバルな研究や生産に従事している。半導体チップメーカー、例えば三星電子やインフィニオン、半導体製造装置メーカー、例えば東京エレクトロン、これらが米国エンジニアー達またはそのノウハウを求めて製造技術向上を図っている。全ての場所において、経済活動が外を向いており、ビジネス共有、技術標準を取り込み、事業を真のグローバル生産システムへと向かわせている。
他方で、この様に標準化を進めることにより、Company達は“誰のために財・サービスを生産するのか”を選べるようになる。ビジネスの分業化が一般化し、その分業活動を接続する方法も広まっていけば、Company達はIn-houseで行っていた仕事の多くを外部のスペシャリスト達に任せることが出来るようになる。例えば納品書の発行や従業員福利厚生のような事務管理サポート、あるいはR&Dや販売営業、顧客サポートまで外部に任せられるようになる。
グローバル統合事業体；GIE

これまでのCorporationは各国支社、ビジネスユニット、生産ラインの集合体であるとみなされてきた。（例えば30年前のIBMは色々な点で象徴的な多国籍だった。しかし過去10年間の間にIBMとその顧客達は構造的にも運営的にも文化的にも変化し、グローバリゼーションと新テクノロジーに適応したものとなった。）今やアウトソーシングは一般的なものとなり、Company達は専門コンポーネントのアレイであるとみなされるようになった。調達、製造、研究、販売、配達、等々のアレイである。運営がグローバル統合され、各々のコンポーネントの仕事を“どこで行うのか”、更に“In-houseで行うのか外部Partnerによって行うのか”の選択をCompany達は迫られることになった。（例えばProcter & Gamble社はそのビジネスエリアの殆ど全てを外部スペシャリストに任せている。）こうしてCorporationは様々な機能・スキル((その幾つかは強固に結びつき幾つかは緩やかにカプリングした機能・スキル((のコンビネーションとして浮かび上がってくる。これらビジネス活動と生産のコンポーネントは地球規模で統合され、消費者達に財・サービスを供給するのである。Corporationの目的・ミッションの変化はシンプルだが、これは多くの派生効果をもたらす。
全身的な変化

グローバル統合事業体は、生産、配達、労働力の配置において今までとは全く異なった方法を必要とするはずである。いやそれは既に起こっている。新たなテクノロジーと新たなビジネスモデルによって各々の機能・作業をコンポーネント部品として扱えるようになり、喩えていうならある部品を抜き取りそれを新たな組合せの中に入れ直すことが可能となった。どの機能・作業をよりすぐれたものに換えたいのか、あるいは、どの機能・作業はどのPartnerに最も適しているのかといった戦略的判断に基づいて変更が可能となった。
この様な決定は、非コア活動の単なる取り外しといったものではないし、労働効率差を利用した“鞘取り”といったものでもない。それは、事業体を様々な面でオープンにし、Partner、サプライヤー、カスタマーとより親密に結びつくことを目的とした、様々な作業・専門性・能力のアクティブなマネージメントである。特別な専門性を有するサービスFirm達が急速に成長し、この様なことが可能となった。例えば、IMSヘルス社は、製薬Company達向けの製品を管理しているし、Celestica社はエレクトロニクス設備を製造しているし、State Street社は金融資産を管理しているし、Industrial Light & Magic社は映画特撮について有効な高度技術を開発しているし、International Flavors & Fragrances社は他のCompanyの消費財向けに香料・香水を作っている。コラボレーションの新たな形は到る所で見られる。益々複雑化するinter-company production networkからopen-source software movementまで、旧来モデルの技術革新を様変わりさせる力となっている。今日、Innovationは発明者が単独で屋根裏部屋で行うものではない。それは、テクノロジーとマーケティングの専門家を組み込んだ協業プロセスによって生み出されるものである。しかも、この様なOpen ApproachはソフトウエアやITの世界だけのものではない。教育や行政や様々な産業種に適用可能である。
生産性や独創性だけで持続的競争優位性が確保されたことは今までにも有り得なかったが、

“発明の融合”と“物事の進め方を変える方法に関する洞察”が今まで以上に今日、そういった優位性確保に必要となってきている。真のInnovationとは、単なる創造や新製品の立ち上げといったものだけでは決してない。それはさらに、サービスの提供方法、ビジネスプロセスの統合方法、Companyや制度のマネージ方法、知識の伝達方法、公共政策の立案方法に関与することである。つまり、「どうやって事業体達、コミュニティー達、そして社会が主体的に係わり、更に、恩恵に与るのか」ということ全体を指すのである。
技術論の専門家であるCarlota Perezは、こういった深化したInnovationの黄金の時代が今正に始まろうとしていると述べている。彼女の意見では、過去250年間のテクノロジーInnovationは五段階のグループに分類できるという。水路の時代（蒸気船）、鉄道の時代（鉄と電気）、重工業の時代（自動車、石油）、大量生産の時代、そしてコンピューターと情報通信の時代である。それらの時代は皆、先ずワイルドな急成長に始まり、次に修正の段階、そして何十年間の安定実行期((ビジネスと社会が織りなす布地に、当該の革新技術がシッカリと縫い込まれる時期((を経験する。例えば情報ネットワーク技術時代は、爆発的成長の時代とドットコム破裂の後に、今や統合（Integration）の段階に進もうとしているのである。グローバル統合とInnovationのこの邂逅はただの偶然ではない。このテクノロジーに本質的に備わったグローバル性による必然なのである。換言すれば、IntegrationとInnovationという双子の抗い難い力によって、旧式の多国籍Corporateが有する国家間ハブネットワークが非効率かつ冗長なものとなったのである。もはや20世紀型のCorporateモデルはInnovationにとって効果的でないことは益々ハッキリとしてきている。
チャンスと挑戦

グローバル統合事業体は、先進国と開発途上国の双方に途方もない経済恩恵をもたらすことが出来る。開発途上国が有する労働力をグローバル生産システムに組み込むことによって既に、途上国における生活の質が向上し、労働条件が改善し、沢山の雇用が生まれている。殊に中小Business達は、どの国にあっても恩恵に与っている。事務管理部門や販売サポートといった、かつては大組織体しか利用可能でなかったサービス部門が、社会インフラとして整備されたのである。従ってこれらの業者達は今や地球規模の経済に主体的に参加できるのである。
Bharti Enterprises社のことを考えてみよう。ユビキタスネットワークと外部Partner達が有する専門能力を活かすことによって、同社はインド最大の私企業テレコムプロバイダーとなっている。同社の心臓ともいえる部門をアウトソースに出し、持てる資金資本を拡大チャンスに振り向けることに注力している。拡大そのものを計画するのでなく、顧客サービスを念頭に新たなネットワーク力を増強することで、同社はまったく新たな働き方を受け入れ楽しんでいる。結果として、Bharti Enterprises社の売り上げは2005年に60%以上も増加し、プロバイダー契約者は過去2年間で約7百万人から約1千8百万人へと増加した。
このようなサクセスストーリーには枚挙に暇（いとま）がない。しかし実は、グローバル統合事業体モデルへの移行は、社会の各セクターのリーダー達にとって大きなチャレンジでもあるのだ。世界中の沢山の人々がこの生産方法と市場へのアクセス権を獲得すればするほど、貿易競争は激しくなる。富とチャンスがもたらされると同時に、混迷と恐怖がもたらされ、グローバル統合が脅かされるかもしれない。失業とスキル不足に関する懸念は正鵠を射ており、もちろん現実的にまた建設的に表明されるべきものだ。
グローバル事業体への移行に欠かせない重要な点、つまり今日のビジネス・ディシジョンにとってキーとなるのは、どうやって高付加価値なスキルを確保するのか、である。国家もCompany達も、より良い基礎教育とトレーニング・プログラムに投資する必要がある。新たな種類の管理スキルももちろん必要である。ヒエラルキーを利用した、命令とコントロールによる管理方法はもはや無用である。それらはCompany内の情報の流れを阻害し、今日的仕事の有する流動的・協業的性質を台無しにしてしまう。
知的財産（IP）における賢明なルール作りが、次に重要となるステップである。特許権・著作権侵害行為が、発明者・著作者の権利とやる気を確かに奪ってしまうが、他方、Corporation達とそのPartner達、Supplier達、顧客達の間の協業((正に今日的なInnovation、あるいはテクノロジーとビジネスモデルの統合のキーとなる特徴である((は奨励され守られなければならない。この二種類の権利のバランスは保たれなければならないし、世界中で整合性をもって法的に執行されなければならない。さもなければ、グローバル統合経済の持つ途方もないInnovation潜在能力は台無しになってしまう。知的財産は21世紀地政学のキー･イシューの一つとなるだろう。幸いなことに、将来性がありそうな幾つかの新たな方法が試されている。既に、焦点は「知的財産を守ること；それは使用を制限することを意味する」から、「知的資本の最大化；それは所有権、投資、資本化の共有に基礎を置いている」へとシフトし始めている。
三番目のチャレンジは、ますます分散していくビジネスモデルの中で如何にして事業体に向けられる社会的信頼を維持していくかである。ガバナンス、透明性、プライバシー、セキュリティー、そしてクオリティーに関する基準は、たとえその製品と運営が数十の組織と国家にまたがって為されていたとしても、必ず保たれていなければならない。かつて、一つの事業体、国家、あるいは職務の中にあったヒエラルキーへの信頼は、この新たな信頼確立方法((いくつもの国境にまたがり、いくつもの明確な組織にまたがる、“共有化された価値”に基礎を置く((この新たな信頼確立方法によって増強されなければならない。
四番目にそして最後に強調したいのは、Corporateのグローバルな統合により、組織カルチャーの大きな変化、つまり、多数の事業体にまたがり多数の社会セグメントにまたがるPartnershipという新たな形態、あるいは、とても複雑化した市場を管理するための新たな基準、といったような組織カルチャーの大きな変化が必然的に起こることである。これらの変革((それは百年前の大量生産や垂直統合から昨今の統合サプライ・チェーンへのシフトと同じくらい重大な変革であるが((には時間がかかるだろう。このグローバル統合事業体はビジネス活動を組織化する上において、本質的により多くの利益を生み出すより良い方法である。しかしながら、資本市場は短期的利益を求めて投資される資金で芋の子を洗うような状態である。グローバル統合事業体に向けて変革するためには、長期的ビジョンを持つビジネスリーダー達が持続的投資を行う必要があるだろう。予想できる利益に焦点を当てるのでなく、成長とInnovationのための資本を生み出す真の稼得に焦点を当てなければならない。またそれは、株主達の忍耐と理解も必要とするだろう。
グローバルな協業

テクノロジーとビジネス標準の共有化が広まるに連れ、さらなるグローバル統合という未だ経験したことのないチャンスが訪れようとしている。しかもそれは社会のセクターごとに起こるのでなく、社会全体に訪れるのである。伝統的な“領地”の間にある境界は益々空疎なものとなり、新たなビジネスが新たな形態の商業、学習、統治をもたらしてくれる。政府のリーダー達は、事業を行う者達の中に社会改革を率先して行おうとするPartner 達を見いだすことだろう。医療保険、教育、世界貿易ルートの保全、電子商取引、難民や土地・財産を奪われた者達のトレーニングや技能習得、こういった社会改革を行う者達、あるいは、環境問題やパンデミクス感染症に取り組む者達や、グローバリゼーションにともなう他の無数の難問に挑戦する者達を見いだすことだろう。
地球規模の安全保障。これが最も喫緊な課題である。社会の様々な分野においてあらたに興った地球規模の組織体が直面する難問の中で、これが最も喫緊な課題である。地球規模の安全保障無くしては、何をすることもできない。地政学的関係性が保たれ、投資が安全で持続的なものとなることができると信じられる時のみ、Company達は地球規模生産システムに投資することができるのである。このような信頼が無ければ、投資は崩壊する。
さらなる地球規模の安定に向けて、将来性を見込める動きがある。それは、世界中の行政者・立法者達の、政府の垣根を越えた水平的ネットワーク作りである。公認会計士や弁護士といった専門職の基準を共有化し、クロス・ナショナルな専門家コミュニティー間の関係性の上に築かれたこうしたネットワークは、ちょうどビジネスの世界に組織化されたあらたな形態((例えばグローバルに統合されたサプライ・チェーンや、商業“生態系”や、オープン・ソース・コミュニティー((のアナロジーとして興味深いものがある。
グローバル統合をしないで済ますことは、訴求力に欠ける。ここでは述べなかったが、グローバリゼーションに対する不満だけが助長されるだろう。貿易や労働に厳しい規制を課す政府、おそらく極めて保護主義的な類の規制を課す政府が人々によって選ばれることになるのだろう。いやもっと酷いことになるかもしれない。ナショナリズムや外人排斥主義やアンチ近代化といった極端な形に人々は陥ってしまうことになるかもしれない。多国籍Corporationからグローバル統合事業体へシフトできれば、ビジネス成長にとっても社会の発展にとってもチャンスが訪れるのだが、それにはビジネスや政府が単独で解決するには大きすぎる、あるいは、相互関連性がありすぎる諸問題が伴っているのである。
グローバル統合事業体とは、世界という舞台に現れた将来性のある新たなアクターである。今こそリーダー達、ビジネス、政府、教育、等々の市民社会の全てのリーダー達は、この新興ダイナミクスについて学習しなければならない。そしてグローバル統合事業体が成熟したものとなり、社会、経済、そしてこの惑星地球の人類の発展にとって貢献するものとなるように導かなければならない。
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